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作成基準日

　令和6年3月31日現在（令和5年度末）

対象とする会計の範囲

普通会計

　・一般会計

特別会計・公営企業会計

　・国民健康保険事業特別会計

　・介護保険事業特別会計

　・後期高齢者医療事業特別会計

　・公共下水道事業会計(公営企業会計)

　・水道事業会計（公営企業会計）

　・病院事業会計（公営企業会計）

一部事務組合・広域連合

　・浜名湖ボートレース企業団

　・浜名学園組合

　・静岡県後期高齢者医療広域連合

　・静岡地方税滞納整理機構

　・静岡県市町総合事務組合

　・湖西市社会福祉協議会

地方三公社

　・湖西市土地開発公社

　連結対象となる会計の範囲は、普通会計のほか、自治体を構成するその他の特別会計（公営企
業会計）や自治体と協力して行政サービスを実施している外郭団体（一部事務組合・広域連合、
地方三公社等）となります。

※ただし、出納整理期間（令和6年4月1日～令和6年5月31日）における現金出納については、貸
借対照表作成の基準日までに終了したものとみなして処理しています。
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令和5年度財務書類の概要 

１．貸借対照表

貸借対照表(BS)の概要 （単位：千円）

科目名 一般会計等 全体会計 連結会計 科目名 一般会計等 全体会計 連結会計

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 108,842,226 147,316,883 155,085,031   固定負債 20,159,700 44,841,724 49,125,284

    有形固定資産 103,265,709 140,078,224 145,415,730     地方債 17,068,807 26,807,370 27,325,443

      事業用資産 46,318,167 49,165,904 53,841,318     長期未払金 - - -

      インフラ資産 50,929,448 83,391,846 83,391,846     退職手当引当金 2,757,370 2,791,079 3,927,441

      物品 8,949,791 14,139,692 16,843,556     損失補償等引当金 - - -

    無形固定資産 134,149 176,818 177,508     その他 333,523 15,310,273 17,872,400

    投資その他の資産 5,442,368 7,061,841 9,491,793   流動負債 2,631,277 4,537,793 6,112,609

  流動資産 5,335,669 9,753,287 20,508,980     １年内償還予定地方債 1,570,415 2,496,954 2,496,954

    現金預金 1,299,760 5,089,892 14,791,804     未払金 - 786,833 2,046,154

    未収金 78,417 680,468 1,272,582     未払費用 - - 13,440

    短期貸付金 - - 5     前受金 - - 18,084

    基金 3,957,507 3,957,507 3,971,848     前受収益 - - -

      財政調整基金 3,957,507 3,957,507 3,971,848     賞与等引当金 359,526 473,360 516,621

      減債基金 - - -     預り金 482,850 483,447 502,327

    棚卸資産 - 31,885 471,998     その他 218,486 297,199 519,029

    その他 - 1,834 9,110 負債合計 22,790,978 49,379,517 55,237,892

    徴収不能引当金 -15 -8,299 -8,366 【純資産の部】

  固定資産等形成分 112,799,732 151,274,389 159,056,884

  余剰分（不足分） -21,412,815 -43,583,736 -38,700,765

  他団体出資等分 - - -

純資産合計 91,386,917 107,690,654 120,356,119

資産合計 114,177,895 157,070,170 175,594,011 負債及び純資産合計 114,177,895 157,070,170 175,594,011

※表示単位で四捨五入しているため、合計値と一致しない場合があります。

　
　貸借対照表は、資産の状況とその資産を形成するための財源がどのように調達されたのかを示したもので
す。表の左側（借方）に市が保有する土地や建物などの「資産」を示し、右側（貸方）にその資産を形成す
ることによって将来の世代が負担する「負債」と、これまでの世代が既に負担した「純資産」が会計年度の
最終日においていくらあるのかが示されています。

①資産
　土地、建物、道路など将来の世代に引継ぐ社会資本や、資金や基金などの将来現金化することが可能な
　財産
②負債
　借金である地方債や職員の退職金の総額である退職手当引当金など将来の世代の負担となるもの
③純資産
　これまでの世代や国・県が負担した将来返済しなくてよい財産
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　貸借対照表から分かること

　湖西市では、これまでに一般会計等では1,141億8千万円の資産を形成してきました。
　そのうち、純資産である913億9千万円（80.0％）については、過去の世代や国・県の負担で既に支払い
が済んでおり、負債である227億9千万円（20.0％）については、将来の世代が負担していくことになりま
す。資産が負債の5.0倍あることから市の財政の健全性が確保されているといえます。
　資産の中で大きな割合を占めているのが、道路や河川などのインフラ資産であり、44.6％を占め、土地や
建物などの事業用資産は、資産全体の40.6％となっています。
　一方、負債の中では、地方債が総負債の81.8％を占めており、大きな割合となっています。

　今後は、公共施設の老朽化による建替えや大規模改修などの経費が増加し、それに伴う地方債の借入れ増
加が見込まれます。財政の健全性のためには、資産と負債を考慮した財政運営を行っていく必要がありま
す。

　一般会計等と比べて全体会計や連結会計の負債の割合が大きいのは、水道事業や下水道事業が将来の使用
料収入で資金回収することを前提として市債を活用する仕組みとなっていることに加えて、市債の償還年限
が一般会計等よりも長いことが主な要因です。

貸借対照表から分かること
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２．行政コスト計算書

行政コスト計算書(PL)の概要 （単位：千円）

一般会計等 全体会計 連結会計

21,953,425 34,871,842 74,838,401

13,211,456 18,778,220 53,072,427

4,440,715 6,308,063 6,968,870

8,319,644 11,613,041 44,829,503

451,097 857,117 1,274,054

8,741,969 16,093,622 21,765,974

2,148,686 4,654,628 3,242,459

4,005,702 11,402,711 18,483,404

2,573,834 - -

13,746 36,283 40,111

1,545,208 5,027,566 39,847,730

411,197 3,724,936 3,724,936

1,134,011 1,302,629 36,122,794

20,408,217 29,844,277 34,990,670

120,625 122,732 547,954

5,356 74,240 79,756

20,523,485 29,892,768 35,458,868

※表示単位で四捨五入しているため、合計値と一致しない場合があります。

      物件費等

科目名

  経常費用

    業務費用

      人件費

      補助金等

      社会保障給付

      他会計への繰出金

    移転費用

      その他の業務費用

　行政コスト計算書は、１年間の行政運営を行う中で、福祉サービスやごみの収集にかかる経
費など、資産形成につながらない人件費や物件費などの行政サービスに要するコスト（経常費
用、臨時損失）に区分したものと、行政サービスの対価として受け取った使用料や手数料など
（経常収益、臨時利益）を対比させたものです。
　行政コスト計算書は、企業会計でいう損益計算書にあたるものですが、公会計では、損益を
みることが目的ではなく、市民のみなさんに提供する行政サービスの費用を明らかにするもの
です。
　経常費用と臨時損失の合計から経常収益と臨時利益の合計を差引いたものが、当該年度の純
行政コストになります。

①経常費用
　人件費（職員給与や議員報酬など）、物件費（少額の備品や消耗品、燃料費など）など行政
　サービスに要する費用です。従来の現金主義会計では捕捉できなかった減価償却費や賞与
　引当金など現金支出を伴わない費用についても計上します。
②経常収益
　使用料及び手数料など行政サービスの対価として徴収した収入です。
③臨時損失
　災害復旧事業費や資産売却に係る損失など臨時に発生した費用です。
④臨時利益
　資産売却に係る利益など臨時に発生した収益です。
⑤純行政コスト
　経常費用と臨時損失の合計と経常収益と臨時利益の合計の差し引きです。

    その他

純経常行政コスト

純行政コスト

  臨時利益

  臨時損失

      その他

  経常収益

    使用料及び手数料
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　行政コスト計算書から分かること

　今後は、建物の老朽化による修繕料や少子高齢化に伴う社会保障費の増加が見込まれます。

　市税や国・県補助金などはサービスの対価ではないため、経常収益には含まれません。全体
会計や連結会計の対象となる会計では、主な収入が使用料・手数料などであるため、一般会計
等の経常収益の割合は、全体会計や連結会計に比べて小さくなっています。

　経常費用においては、業務費用が60.2％を占めます。主なものは、職員給与や議員報酬など
の人件費（20.2％）、消耗品費や燃料費、維持補修費、減価償却費などの物件費等（37.9％）
となっています。
　また、移転費用が39.8％を占め、そのうち主なものは各種団体に対する補助金、負担金など
（9.8％）、児童手当や医療費の助成などの社会保障関係経費（18.2％）、特別会計などに対す
る他会計への繰出金（11.7％）となっています。

　令和5年度の一般会計等における経常費用の合計額は219億5千万円で、行政サービス利用に
対する対価として住民のみなさんから受け取った使用料や手数料などの経常収益の合計額は15
億5千万円となっています。
　この額にそれぞれ臨時損失、臨時利益を加えた合計の収支である純行政コスト205億2千万円
は、市税や地方交付税などの財源で賄っています。
　また、純行政コストを住民１人当たりに換算すると、35万3千円になります。

行政コスト計算書から分かること
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３．純資産変動計算書

純資産変動計算書(NW)の概要 （単位：千円）

科目名 一般会計等 全体会計 連結会計

前年度末純資産残高 91,144,353 107,320,023 119,495,248

  純行政コスト（△） -20,523,485 -29,892,768 -35,458,868

  財源 20,875,167 30,470,753 36,486,031

    税収等 14,957,226 19,198,698 22,324,973

    国県等補助金 5,917,941 11,272,055 14,161,058

  本年度差額 351,682 577,985 1,027,162

  固定資産等の変動（内部変動） 0 0 0

  資産評価差額 0 0 0

  無償所管換等 -109,117 -207,354 -207,354

  比例連結割合変更に伴う差額 0 0 -2,729

  その他 0 0 43,792

  本年度純資産変動額 242,564 370,631 860,871

本年度末純資産残高 91,386,917 107,690,654 120,356,119

※表示単位で四捨五入しているため、合計値と一致しない場合があります。

　純資産変動計算書は、純資産（これまでの世代や国・県からの補助金で将来返済しなくてよ
い財産：貸借対照表の純資産）が年度中にどのように増減したかを示したものです。
　純資産の減少は、現役世代が将来世代にとって利用可能であった資源を消費して便益を享受
する一方で、将来世代にその分の負担が先送りされたことを意味します。逆に純資産の増加
は、現役世代が自らの負担によって将来世代も利用可能な資源を蓄積したことを意味し、将来
世代の負担は軽減されたこととなります。

①純行政コスト
　行政コスト計算書の純行政コストと一致します。
②財源
　財源をどのような収入（市税、地方交付税、国庫支出金など）で調達したかを表します。
③固定資産等の変動（内部変動）
　財源を将来世代も利用可能な固定資産、貸付金や基金などにどの程度使ったかを表します。
　【有形固定資産等の増加、減少】
　当該年度に土地、建物、道路などの社会資本を取得した額と過去に取得した社会資本の経
　年劣化等に伴う減少額（減価償却費など）を表します。
　【貸付金・基金等の増加、減少】
　当該年度の貸付金、基金、出資金などの増減を表します。
④資産評価差額の変動
　当該年度に発生した固定資産や金融資産の評価益や評価損を表します。
⑤無償所管換等
　無償で譲渡又は取得した固定資産の評価額などを表します。

　純資産変動計算書から分かること

　令和5年度末の一般会計等における純資産は914億円で、住民１人当たりに換算して157万3
千円となっています。
　湖西市においては、本年度差額が3億5千万円のプラスになっており、純行政コストを財源
（税収等、国県補助金等）で賄えている状態です。
　今後の減価償却費、維持補修費などの行政コストの増加や、将来の施設や設備の更新なども
考慮した行政運営の在り方を検討していく必要があります。

純資産変動計算書から分かること
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４．資金収支計算書

資金収支計算書(CF)の概要 （単位：千円）

科目名 一般会計等 全体会計 連結会計

【業務活動収支】

  業務支出 18,793,767 30,350,419 69,601,571

  業務収入 21,024,773 33,569,884 74,227,425

  臨時支出 31,226 32,733 449,828

  臨時収入 - 68,884 74,381

業務活動収支 2,199,781 3,255,615 4,250,407

【投資活動収支】

  投資活動支出 5,912,343 6,850,214 7,177,448

  投資活動収入 2,657,049 2,989,795 3,087,785

投資活動収支 -3,255,294 -3,860,419 -4,089,663

【財務活動収支】

  財務活動支出 1,707,038 2,694,572 2,802,626

  財務活動収入 2,257,600 3,171,900 3,283,400

財務活動収支 550,562 477,328 480,774

本年度資金収支額 -504,951 -127,476 641,518

前年度末資金残高 1,321,861 4,734,518 13,667,266

比例連結割合変更に伴う差額 0 0 -1,098

本年度末資金残高 816,910 4,607,042 14,307,686

※表示単位で四捨五入しているため、合計値と一致しない場合があります。

　１年間の資金の増減を①業務活動収支､②投資活動収支､③財務活動収支に区分し残高を表示
したもので､どのような活動に資金が必要であったかを表示したものです｡

①業務活動収支 … 行政サービスを行う中で、毎年度継続的に収入、支出される収支額です。
②投資活動収支 … 土地、建物、道路などの社会資本や基金、貸付金などの収支額です。
③財務活動収支 … 市債などの収支額です。

　資金収支計算書から分かること

　行政サービスを行う中で、毎年の社会保障給付などの支出と、税収や補助金などの収入との
差引である業務活動収支は、一般会計等で22億円の黒字となりました。
　公共施設や道路などの有形固定資産や基金に関する収支である投資活動収支は32億6千万円
の赤字となりました。投資活動収支が赤字となっているのは、固定資産の取得、更新を積極的
に行っているためで、これに伴い基礎的財政収支(※)も14億3千万円の赤字となりました。
　地方債の借入・償還の収支である財務活動収支は5億5千万円の黒字となりました。これは大
型事業に係る地方債を発行したことにより借入額が償還額を上回ったためで、地方債残高が増
加していることがわかります。
　住民１人当たりに換算すると、業務活動収支が3万8千円の黒字、投資活動収支が5万6千円
の赤字、財務活動収支が9千円の黒字となります。

※基礎的財政収支（プライマリーバランス）：

業務活動収支(支払利息支出を除く)と投資活動収支(基金積立及び取崩を除く)の合計になります。

数値がプラスであれば、現在の行政サービスにかかる費用が将来の世代に先送りすることなく、現在

の税収などで賄われていることを示し、マイナスであれば、基金の取り崩しや地方債などを借入れし

なければ費用が賄えないことになります。

令和5年度においては、以下のように算出されます。

業務活動収支（支払利息支出を除く）＋ 投資活動収支（基金積立及び取崩を除く）

＝2,287,966千円 ＋（－3,714,704千円）

＝ -1,426,738千円 ≒ -14億3千万円

資金収支計算書から分かること
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財務書類から分かること

１．市民１人当たりの資産と負債、純行政コスト

一般会計等 資産： 1,966 千円 負債： 392 千円 純行政コスト： 353 千円

全　　　体 資産： 2,704 千円 負債： 850 千円 純行政コスト： 515 千円

連　　　結 資産： 3,023 千円 負債： 951 千円 純行政コスト： 611 千円

※R5年12月末現在の住民基本台帳人口（58,079)人による。

２．有形固定資産減価償却率
[有形固定資産の減価償却累計額／取得価格等]

　この指標が100％に近いほど老朽化の程度が高いということになります。

一般会計等 66.3 %

全　　　体 58.4 %

連　　　結 59.2 %

３．社会資本形成の世代間比率
[（地方債＋1年内償還予定地方債）／有形固定資産]

　この指標が高いほど将来の世代が負担する割合が高いことを表します。

一般会計等 18.0 %

全　　　体 20.9 %

連　　　結 20.5 %

４．純資産比率
[純資産／総資産]

一般会計等 80.0 %

全　　　体 68.6 %

連　　　結 68.5 %

　社会資本の整備の結果を示す事業用資産、インフラ資産、物品を市債などの借入に
よってどれくらい調達したかを表します。

　企業会計でいう「自己資本比率」に相当し、この比率が高いほど財政状況が健全であ
るといえます。
　総資産のうち返済義務のない純資産がどれくらいの割合かを表します。

　土地、立木竹、建設仮勘定（建設中に支払った建設費の一部）及び物品以外の有形固
定資産について、取得価格に対する減価償却累計額の割合を計算することにより、耐用
年数に対して償却資産の取得からどの程度経過しているかを把握します。
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５．負債比率
[負債／純資産]

一般会計等 24.9 %

全　　　体 45.9 %

連　　　結 45.9 %

　「社会資本形成の世代間比率」及び「負債比率」が一般会計等に比べて全体や連結で
比率が高いのは、水道事業や下水道事業が将来の使用料収入で資金回収することを前提
として市債を活用する仕組みとなっていることや、市債の償還年限が一般会計等よりも
長いことが主な要因です。

　純資産（自己資本）に対する負債（地方債等）の割合を表すもので、この指標が低い
ほど財政状況が健全であると言えます。
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別紙（参考）

１貸借対照表

（用語解説）

◆固定資産

事業用資産･･････ 公共サービスに供されている資産でインフラ資産以外の資産

（例：庁舎、学校、公民館、公営住宅、福祉施設など）

インフラ資産･･････ 社会基盤となる資産

（例：道路、橋、公園、上下水道施設など）

物品･･････ 車輛、物品、美術品

無形固定資産･･････ ソフトウェア、ソフトウェア（リース）

投資及び出資金･･････ 有価証券、出資金、出損金

投資損失引当金･･････ 保有株式の実質価格が低下した場合に計上

長期延滞債権･･････ 滞納繰越調定収入未済分

長期貸付金･･････ 自治法第240 条第1 項に規定する債権である貸付金

（流動資産に区分されるもの以外）

基金･･････ 流動資産に区分される以外の基金（減債基金、その他の基金）

その他･･････ 上記以外及び徴収不能引当金以外のもの

徴収不能引当金･･････ 未収金や貸付金等の金銭債権に対する将来の取立不能見込額

（不納欠損額）を見積もったもの

◆流動資産

現金預金 ･･････ 手元現金や普通預金など

未収金･･････ 税金や使用料などの未収金

短期貸付金･･････ 貸付金のうち、翌年度に償還期限が到来するもの

基金･･････ 財政調整基金及び減債基金のうち特定の地方債との紐付けがないもの

棚卸資産･･････ 売却目的保有資産（量水器等）

その他･･････ 上記以外及び徴収不能引当金以外のもの

徴収不能引当金･･････ 未収金や貸付金等の金銭債権に対する将来の取立不能見込額

（不納欠損額）を見積もったもの（長期延滞債権分）

◇固定負債

地方債･･････ 地方公共団体が発行した地方債のうち、償還予定が1 年超のもの

長期未払金･･････ 自治法第214 条に規定する債務負担行為で確定債務とみなされる

もの及びその他の確定債務のうち流動負債に区分されるもの以外

退職手当引当金･･････ 原則期末自己都合要支給額（分担金負担により計上しない）

損失補償等引当金･･････ 履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方

公共団体財政健全化法上、将来負担比率の算定に含めた将来

負担額を計上

その他･･････ 上記以外の固定負債

◇流動負債

1年内償還予定地方債･･････ 地方公共団体が発行した地方債のうち、1 年以内に償還予定のもの

未払金･･････ 基準日時点までに支払義務発生の原因が生じており、その金額が確定

し、または合理的に見積もることができるもの

未払費用･･････ 一定の契約に従い、継続して役務の提供を受けている場合、基準日時

点において既に提供された役務に対して未だその対価の支払を終えて

いないもの

前受金･･････ 基準日時点において、代金の納入は受けているが、これに対する義務

の履行を行っていないもの

前受収益･･････ 一定の契約に従い、継続して役務の提供を行う場合、基準日時点に

おいて未だ提供していない役務に対し支払を受けたもの
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別紙（参考）

賞与等引当金･･････ 基準日時点までの期間に対応する期末手当・勤勉手当及び

福利厚生費

預り金･･････ 基準日時点において、第三者から寄託された資産に係る見返負債

その他･･････ 上記以外の流動負債

２ 行政コスト計算書

（用語解説）

◆経常費用

業務費用

人件費 ･･････ 職員給与費や賞与等引当金繰入額、退職手当引当金繰入額など

物件費等･･････ 職員旅費、委託料、消耗品や備品購入費（消費的性質）、施設等の

維持修繕にかかる経費や事業用資産の減価償却費など

その他の業務費用･････ 支払利息、徴収不能引当金繰入額、過年度分過誤納還付など

移転費用･･････ 住民への補助金や生活保護費などの社会保障費、特別会計への資金

移動など

◆経常収益

使用料及び手数料･････ 財・サービスの対価として使用料・手数料の形で徴収する金銭

その他･･････ 過料、預金利子など

◇臨時損失･･････ 資産除売却損

◇臨時収益･･････ 資産売却益、受取配当金

３ 純資産変動計算書

（用語解説）  

◆前年度末純資産残高･･････ 前年度末の純資産の額（前年度貸借対照表と一致）

純行政コスト････ 行政活動に係る費用のうち、人的サービスや給付サービスなど、資

産形成につながらない行政サービスに係る費用（行政コスト計算書

の「純経常費用」と一致）

税収等･･･････ 地方税、地方交付税、地方譲与税など

国庫等補助金･･･････ 国庫支出金及び都道府県支出金など

資産評価差額･･･････ 有価証券等の評価差額

無償所管替等･･･････ 無償で譲渡または取得した固定資産の評価額など

その他･･････ 上記以外の純資産の変動（調査判明の資産）

４ 資金収支計算書

（用語解説）

◆業務活動収支･････ 経常的な行政活動の収支で、投資、財務的収支には含まれないもの

◆投資活動収支･････ 公共資産の整備に関する収支

◆財務活動収支･････ 地方債の元利償還、発行額の収支など
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